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日本沿岸法学会論文集， 1]，pp.65-72 1開9年3月
(Jour. Japanese A回目 CoastalZone Studies) 

自然海岸率による瀬戸内海の改変のモニタリング

Macro Level Monitoring of Arti日cialModification 

of the Coastline in the Seto lnland Sea area 

敷田麻実*

Asami SHIKIDA 

The Seto Inland Sea area holds more than 309もofJapan's national industrial production. The area was a!so 

once well known as a scenic coastal area because of its calm weather and waves. However， the natura! 

environment in the coas凶 zonehas be田 seriouslyaltered since Japan's high economic growth period because of 

industrial devel叩mentand residential use. Th鳩山dyfocuses on the alteration of the natural coast in the Seto 

Inland Sea area. Mechanisms of modification of the natural environmenl are investigated. The resu!ts indicate 

that the natural coast in the area has been seriously altered in the 1960's and is still suffering ongoing 

developments. It is also suggested that the decrease in natural coast occurred firstly in the areas needing 

protection as designated by the Ministry of Consullction. Furthermore， landfllls have been puuing additional 

pressure on these modified∞astlincs as Ihey叩pear阻 beeasier to implement in previously modified areas 

Keywords: natural coast， I皿 dfill，Seto Inland Sea， coastal protection law 

1 はじめに

日本の沿岸域は優れた漁業生産の場であり、ま

た干潟や藻場など生態的に重要な自然環境を擁し

ている。同時に身近な自扶環境として、地域住民

がふだんから親しんでいる代表的な自然でもあ

る。1997年に決まった渚百選には、昔話の羽衣や

浦島太郎に共感する日本人が理想とする白砂青松

の海岸が数多く選定され、人々の関心を誘ってい

る。また1997年の冬に日本海で起きたナホトカ号

重油流出事故では、沿岸波の自然環境の貴重さや、

その保全が重要な課題であることが広〈再確認さ

れたω。
このように貴重で価げ直があり、また失うと元に

-正会員 金沢工業大学環境システム工学科
助教控樽士(学術)

〒920-8501石川県野々市町扇ヶ.&.7-1

は戻らない沿岸域の自然環境の保全は、我々の社

会にとって重要課題である。また水産業ばかりで

はなく、市民も含めた沿岸域の利用が拡大し、沿

岸域の多元的利用が進んでいる現在、漁量生産の

場と Lてではない価値評価も必要になっている。

しかし、農業振興、戦後の工業立地や都市再開尭

のための埋立、海岸保全対策の充実を目的とした

人工構造物の設置で、沿岸域は大きく改変され

たω、 {剣

敷田 小荒井は以前に、このような沿岸域環境

をマクロ的にモニタリングする必要性について言

~l、自然海岸の改変度合いに注目した自然海岸

率的利用とその推定手法について提言した%そ

の手法を用いれば、毎年発行される海岸統計デー

タから、圏内全域の自扶海岸宰の変化を経年的に

追跡できる。さらに同じ方法で、都道府県別の自
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然海岸率の経年的変動も示すことができる。

本研究では、この手法を用いて、埋立などによ

る自然海岸の減少が大きいと言われている瀬戸内

海の各府県の自然海岸率を推定し、その背景につ

いて分析を試みた。また特に沿岸戚管理の侃点か

ら、埋立や海岸保全事曹と自扶海岸の減少との関

係を明らかiこすることを目指した。

2 瀬戸内海とその選定理由

(J)瀬戸内海と対象範囲

瀬戸内海は中園 田因。九州によって囲まれた

面積が23，203km2に及ぶ日本最大の内海である。

平均水深38m、水量8，815(tm'の海域で、大小約

7田町島を有し、 21の一級河川水系が流入Lてい

るω。
本研究は瀬戸内海に面する1口府県の沿岸波の範

闘を対象とした。瀬戸内海環境保全特別措置法に

よる関係府県は13府県であるが、そのうち京都

府 奈良県は瀬戸内海に面していないので、また

和歌山県は太平洋に面する海岸線が圧倒的に長い

ので、それぞれ今回の分析では除外した。

(2)瀬戸内海を選定した理由

瀬戸内海を含む地域には、日本の全人口の25%、

3ぽ均万人が居住し、人口密度は全国平均の2倍で

ある。また岡地法は、囲内の製造品出荷額の約

30%を産出し、経済的にも重要な地域である 例。

そのため高度経済成長期を中，し、に、工業立地のた

めの埋立が盛んに行われてきた ωヘ
実際、瀬戸内海区は太平洋中区、東シナ海区と

並んで (注水産庁の使用する海区、詳細は近藤 畑

幸照)埋立が活発に行われた場所である川。特

に、 1898年から 1996年までに埋立てた海域は

432'"があり、それは瀬声内海町面積の約1.9%1こし

かすぎないが、生態的にも重要な水深山n以下町

浅海面積の約2師 6こ遺する刷。 1913年の瀬戸内海

敷図

環境保全臨時措置法(この法律は1918年に改正さ

れ、現在は瀬戸内海環境保全特別措置法となって

いる。)の施行によってペースは落ちたと雷われ

ているが川、現実には今も埋立が進行Lている

し、今後の開発計画でも埋立を計画しているもの

が多い側。

こうした埋立による沿岸域の改変は、海域の生

産力に関係が深い干潟や藻場の存在にも影響を及

ぼしていると考えられる"針。また最近は海砂利

保取による漁場破頃などの漁場環境の悪化で、漁

業生産に影響が出ているという懸念が強い海域で

ある。

また瀬戸内海環境保全審議会企画部会で、「瀬

声内海における新たな環境保全創造施暗のあり

方」についての審議が進行し、瀬戸内海の沿岸域

環境の持続的利用が課題になっている現在、この

ような瀬戸内海環境のそニタリングおよびその変

動の背後条件分析は、瀬戸内海の環境保全にとっ

て重要なテーマである。

さらに環境改変の圧力が高い瀬戸内海地域にお

ける分析は、他の地績でも応用が可能であり、そ

のメカニズム解明により、環境保全や自然環境の

そニタリングにも貢献できると考えられる。

3.方法

(J)本研究の指標化手法

本研究ではデータとして、建設省河川局が1%1

年 (昭和36年)以降、毎年公表している「海岸統

計」を用いた。海岸法では、国土保全上防護すべ

き海岸を「海岸保全区成」に指定している。さら

に海岸保全区嫌に、海岸保全区績に指定する必要

のある海岸を加えて「要保全海岸」に分類してい

る。またそれ以外の海岸は「その他の海岸」とし

ている。人工情造物がない、つまり自然海岸と考

えられる海岸は、要保全海岸では「有施股延長」

を除いた部分、その他の海岸では「天然海岸Jに
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区分されている。そこで海岸統計の分類を利用し

て自然海岸町長さ (r自然海岸延長」、以下同じ。)

および自然海岸率を計算した。その計算は下記の

ように、敷田 a小荒井叫 に従った。

緯定自然海舟廷臣=海摩総監畏 (純計、量複分北方

閣土等は除() その他の海岸線延畏

ー有施控延長 (重複区間を除()+天然海岸睡畏 (そ
の他の海岸線延畏のー部)

推定自然海岸延長
自然海岸率=一一一一一一一一一-XI叩%

・ー凶~..，，，.-... 

注 なお有施舷延長は、平成5年度版海織統針までは、 r;・
熔保全治般の有効延長」と記載されていた。

なお、前出の敷田 小荒井によって、このIt葬

式による推定は、調査時点で入手できる最新の地

形図の形状から海岸の種類を判別 分類している

環境庁の自然環境保全基礎調査「海岸調査J(基

準が一定では、過去3回、おおむね5年ごとに実飽。

以下「海岸調査J，)と一致することが確かめられ

ているので、その整合性については解決済みであ

り、本稿では特に言及しない。

(2)本研究の手法の安当性

COD. BODに代表される水質底質的化学的

指標の利用は、ホ辺環境の改善に一定の成果をも

たらしたが、我々がふだん接する環境の評価には、

こうした化学的指標以外の、景観などの自然環境

保全度が重要な要棄となることも指摘されてい

る川。 そして地境住民が身近な自然環境を評価

する際には、理解しやすい指標がより重要である。

このことは沿岸波環境にとってもそのまま当ては

まると考えられ、その意味で、本研究の自然海岸

率がわかりやすい指標として利用できる。さらに、

こうした指標がW，b上などで随時公開されていれ

ば、今後の沿岸峨の環境保全や管理に有用な情報

や示唆を地域住民が容易に得られると恩われる。

なお、自然海岸率による表示よ りも、自然海岸
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の絶対的な畏きで地域の自然海岸度を示す方が優

れているという指摘がある。しかし、関西空港の

ような大規模人工島造成や、以前できた埋立地の

前面に新たな埋立地が造成される大阪湾のよう

な、自然海岸の減少を伴わない人工海岸の増加が

起こっている。そのため、海岸線全体に占める自

然海岸の割合で、沿岸檀全体の自然海岸度を評価

する妥当性は高いと考えられる。事実、長尾によ

れば、フランスでは沿岸域利用の基本政晴で、海

岸線の3分のlを保存、 3分のlを開発、残りは保全

しながら開発という決め方をしている (刷。

4.信果および考察

(1)瀬戸内海の自然海帰と自然海岸率の変化

海岸統計のデータが存在する19冊年以降の瀬戸

内海における自然海岸率の経年変化を図 1に示す

(なお、敷田小荒井 川 の研究では、「推定自然

梅岸学jと定義したが、環境庁調査との整合性が

確かめられたので、特に断りがない限り、本報告

ではこれを「自然海岸率」とLた。)。 図iから

19回年に66.2%以上あった自快海鰭率が急激に減

少し、同年イt末には50%以下になっていたことが

わかる。そして自然海岸率はその後も減歩を続け、

1994年には41.6%にまで減少した。なお環境庁が

1993年に実施した海岸鯛査では、瀬戸内海の自然
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図l 瀬戸内海の自然海岸車の推移
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海岸率は37%であった{劇。

海岸統計を基にした自然海岸率からはこのよう

に、瀬戸内海の海岸線の経年的な蛮化の傾向を知

ることができる。もちろん絶対的な海岸線の長さ

を示すことも可能であるので、その点については

(3)で言及する。

(2)府県別の自然海岸の減少

瀬戸内海の各府県別に、 19回年から1994年まで

の自然海岸率の減少を比較するために、府県ごと

の自然海岸車の推移を002に示Lた。図!と同様、

旧田年代の減少が著しい。 また同期間の変動を累

計したものを図3に示した。広島県の44.2%、岡

山県の31.2%などは、同じ時期の日本全国の自然

海岸減少率22.5%に比較すると大きい減少軍であ

った。特に大阪府は、海岸線延長234，3開 kmのう

ち、残っている自然海岸は25，278km、10.8%で、

自然海岸の消失が著しい。

この広島県、岡山県、大阪府では1965i手から

1997年までに、それぞれ2，718.8ha、5，323.6ha、

3170.0haの埋立が行われている 刷。 この面積は、

同期間における瀬戸内海全体の思立面績の41%を
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占めている。

このように各府県の自扶海岸の滅金額向には差

があり、瀬戸内海全波で、 様に自然海躍が減少

したのではないこともわかる。
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図3 瀬戸内海における円曲年からl押4年までの自然海岸事の蛮動累計
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(3)海岸区分別海岸線延長の変化

前述した海岸統計の区分別に19曲年以降の海岸

町長さを比較Lたのが図4である。まず要保全海

岸のうち、人工構造物のある人工海岸と考えられ

る有施設延長は、 1974年までは車激に増加し、そ

の後は緩やかに増加し現在に至っている。 方、

要保全海岸内の自然海岸は減少しているが、 19回

年以降は要保全海岸が減少したので、有施設延長

の増加と合わせて、結果的に、要保全海岸内の自

扶海岸延長は4(蹴mあまり減少した。

方、その他の海岸線延長は1975年まで減少し

ていたが、以降は増加で推移した。その他の海岸

線延長のうちの人工海岸は、 1966年まで急激に増

加Lたあと、増加がいったん止まったが、 1979年

頃から再び増加に転じている。また、天然海岸延

長は、 1965年まで急激に減少したが、その後は減

少せず、 1978年以降はわずかに増加しながら推移

8山

m 
】

，~.醐

叩脚

聞冊

目

-a医
局

畑脚

M幽脚

x賓g正
段

Eg明沼“
 

aa百，却a空.雪百
B
，e岡思“
 

'saF “
 

bEe'何a，g
 

"曹肘

.痔h

‘s“
 
E
咽

.F苧b

‘
拘含釘

g
'Rh.P -
，ah 
aE賓g'' ‘ 
a，e

，
 

切E“
 

a，g
 .，
 “
 

9副
a@正

@
 

図4 瀬戸内海の海岸区分別延長の推移
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している。その他の海岸線延長が増加Lたのは、

主に人工海摩郡分が噌加した結果である。

この結果から次のことが推定できる。まず瀬戸

内海では、海岸保全区域に指定されている海岸が、

海岸保全施般の股置によって人工海岸に変わっ

た。また海岸保全区域を含む要保全海岸延畏は

1980年以降一定または減少する傾向にあったが、

その原因は、要保全海岸が埋立などで人工海岸を

伴う陸地と化し、分類上はその他の海岸になった

ことによる。

さらに、その他の海岸では人工海岸が拡大した

が、それと連動してその他の海岸線延長も伸びて

いる。つまりこの場合は、海岸の前面にできた埋

立地や人工島によって、新たな人工の海岸ができ

たのである。そのため、その他の海岸に含まれる

天然海岸延長はほとんど変化していなし、瀬戸内

海ではこうしたメカニズムで自快海岸が失われて

いると推定できる。

(4)自然海津減少の理由

自然海岸が減少する理由は、海岸保全のための

堤防突堤接岸など、海岸保全施設の般置と埋

立が主な理由だと考えられる。

このうち、海岸保全事業による海岸保全施設の

股置は、瀬戸内海の場合、図4に示Lたように、

19曲年以降急激に増加したが、 1970年代に入ると

増加速度が鈍っている。しかし依然として増加し

続けていることには変わりなく、要保全海岸では、

自然海岸の減少に大きな影響を与えていると考え

られる。

一方、その他の海岸は、拡大Lながら人工化し

ていることから、埋立による人工化が示唆される。

実際、環境庁の海岸関査によれば、 1984年から

1993年の間lに増加した全国の人工海岸679.5kmの

うち、海岸埋立によるものが同%近くを占める刷。

また埋立面積を、 1963年から1992年までの29年間
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施行後も続いており刷、 この影響が大きいと考

えられる。このように埋立が、その他の海岸の人

工化に影響したことが示唆される。

(5)府県別海岸線の改変動向

瀬戸内海における府県別の海岸線の変化は、一

様ではなく特徴がある。表lに示すように、海岸

線延長有結設延長などの区分別に海岸線の変動

をみると、海岸線の改変の特徴がわかる。例えば

大阪府は、海岸線が4倍に増加したが、それはそ

の他の海岸における人工海岸の伸びが原因であ

り、埋立による増加だと推察できる。兵庫県では

有施設延長とその他の海岸に吉まれる人工海岸の

両方が増加しており、埋立と同時に海岸保全事業

も増加して人工海岸化が進んだと考えられる。こ

の漁業センサス凶による全国の埋立面積と比較

すると、瀬戸内海の海岸線延長が全国に占める割

合は約25%であるが、瀬戸内海での埋立が全国に

占める割合は35%と高い。 このことから瀬戸内海

における埋立の影響の大きさが示唆される。

そこで、漁業センサスから集計した瀬戸内海の

漁業権漁場内の埋立面積の推移を図 5に示す。瀬

戸内海環境保全臨時措置法の施行以前の1%3年か

ら1968年は埋立面積が大きい。しかし同法施行後

の、特に1976年以降は，嘗激に減世Lている。漁業

センサスでは、埋立が完了した時占で面積が計上

されるので、同法施行以前に漁業備が紋棄された

埋立があり.その結果、 1975年までは埋立面積が

年間1，5附 aに近い年があると思われる。その挫は、

大きな埋立が1983年に岡山県であったほかは、
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より

詳しく変化の過程が明らかにできると思われる。

のように、地域別の変化を分析することで、1976年以降の埋立面積は、それ以前の5分のlに減

少した明。Lかし最も少ない年でも年間147haの

海面が埋め立てられており.埋立件数は、瀬声内

E曲

本研究では、 19曲年以降の瀬戸内海各府県の自

然海岸率の変動とその特債を明らかにすることを

5 筆者海環境保全臨時措置法施行後の1973年から1997年

まででも4，131件に遣している 11J1。また50ha以上

の大規模な埋立は、瀬戸内海環境保全臨時措置法
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自然海岸$による瀬戸内海の改亜のモニタ'};..-グ

表1 瀬戸内海各府県の区分別海岸線の変化

府県名 特 徴

海岸線延畏は4惜に相加したが、要保全海
岸延長は2.3倍、有総世延長は2倍に楢加。

大匝府 その他の海岸線量畏は約甜倫 その他の海

岸線延長に含まれる人工海岸は約IOOkmt・

加。

海岸組延畏{ま約回%'・加ら要保全海岸延長

兵庫県
は70'も増加L、有施世瞳f更は21脅に噌加園
その他の海岸線延長 1:30~も柵加し、その号

ちの人工海岸は約70km噌力目。

j毎浮線延畏は凶%増加。要保全海岸延畏は

岡山県 ほ" 定だが‘有施置極量は曲%'・加。そ

の他の海岸線延畏は置わらずに、そのうち

の人工海摩のみ的訓告に滑加。

海岸線延長はほぼ一定。要保全海浮延長は

広島県 的70%、有施肱延畏が37情に噌加。そのa
の海岸線延長のうち人工海隊は少し増加し

た桂、遣に減少した。

海岸線延長は約10%、要保全海岸延長は

山口県 33%(1)増加。有摘位誕J{はlO%の増加。そ
の他のi毎降線延畏、うち人工海俸はほ日ー

定。

海岸線延畳は約10%滑加.要保全海岸延長

徳島県 lま一定だが、有絡股延!Ht35'Jも治加。その
他の海岸線延畏は10%滑加し、うち人工海
岸は約3情に増加九

海岸線延長は約凶%相加.要保全海岸延長

香川県
は柑%噌加L、有錨世延長は約21膏に増加。

その他の海熔線延長‘うち人工海岸ともー

定。

海岸線延畏が約2叩km'・10.有施世延長は

世媛県
漕加したが、要健全海岸延長は一定。その

他の海岸線延長は70% ろち人工海岸は約
冊km増加。

海岸線IUは約2師蜘目。 要保全海岸延畏

大分県
は約曲%、有錨世証畏は2.6倍に噌加.そ
の他のilit者様腫畏は日% うち人工海岸は
的却柏3増加。

海岸線延長は約50%増加.要保全海岸延長

循岡県 はほ，，-定。司If絡睦延畏は約剖%増加。そ

の他の海岸線延隻は2倍に拡大 うち人工
海岸も2情、約14批mの増加。
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試み、瀬戸内海の自然海岸率が減少し続けている

こと、人工海摩の増加の原因は、海岸保全区成に

おける海岸保全施設の増加と、その他の海岸での

埋立などによる人工化であることを示した。

海岸線の人工化は、生物相に変化をもたらすな

ど沿岸践の生態系ゃ自然環境に与える影響が大き

いことが示唆されている 酬刷。 現在は海岸保全

施般の約四%が直立(垂直)護岸であると言われ

ており畑、海岸保全施設による人工環境創出が

沿岸戚生管系に与える影響は大きいと考えられる。

このような変化がどのように進行していくのか

モニタリングすることは、沿岸成町利用と自扶環

境保全のバランスをとり、沿岸域を持続的に利用

していこうとする現在、重要な課題である。今後、

自然海岸率の変化や、海岸線の人工化のメカニズ

ムを分析することで、瀬戸内海の自然環境保全置

の評価ヤ、今後の瀬戸内海沿岸域の持続的利用の

推進に貢献できると考えられる。
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